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＜＜主主なな事事業業＞＞  

○○  良良質質なな障障害害福福祉祉ササーービビススのの確確保保                                  ５５，，００７７２２億億円円  
・ 平成２１年４月に５．１％の障害福祉サービス費用（報酬）の改定を行うことにより、良質

な人材の確保、障害福祉サービスの質の向上、事業者の経営基盤の安定等を図る。 

 

 

 

 
  

  
○○  地地域域生生活活支支援援事事業業のの着着実実なな実実施施                                      ４４４４００億億円円  

・ 障害者のニーズを踏まえ、移動支援や地域活動支援センター機能強化など障害者の

地域生活を支援する事業について、市町村等における事業の着実な実施及び定着を

図るとともに、事業の実施が遅れている地域の支援や実施水準に格差が見られる事業

の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜＜主主なな事事業業＞＞  
○○  精精神神障障害害者者のの地地域域移移行行・・地地域域定定着着のの推推進進                            １１７７億億円円  

・ 精神障害者の地域移行を推進するために、受入条件が整えば退院可能な精神障害

者の退院促進や地域定着のための施策の推進 
 
 
 
 
 

障害者の自立生活を支援するため、良質な障害福祉サービスを確保するとともに、精神障

害者の地域生活への移行支援の推進や発達障害者支援施策の更なる拡充を図る。さらに、

障害者の職業的自立に向けた就労支援を推進する。 

障障害害者者のの自自立立支支援援のの推推進進  

１ 障害者の自立生活を支援するための施策の推進 

                ９，８７８億円（９，６５２億円）

２ 精神障害者の地域移行を支援するための施策の推進 

４５億円（３７億円）

（参考）平成２０年度第２次補正予算案において、障害者自立支援対策臨時特例交付

金に基づく基金事業を、平成２１年度以降も延長するため、基金の積み増しを行

い、事業所支援、新法移行支援、福祉・介護人材確保対策等を実施する。 

                               【８５５億円】 

（参考）障害者就業・生活支援センター事業については、「成長力底上げ戦略」

の「福祉から雇用へ」推進５か年計画等において、平成 23 年度までに全

障害保健福祉圏域設置を推進していることから、平成 21 年度より地域生

活支援事業から移し替えし、単独事業として実施する。【生活支援部分 
７億円】 


